
発言順位８    １０番 草 地 博 昭 議員 （一括質問）

 １ 磐田市の未来を拓く戦略づくり 

 (1) 総合計画について 

   ① 第２次磐田市総合計画が平成２９年３月の策定より１年経つ。職員

への浸透と、市民の理解の醸成について、その成果と評価を伺う。

② 第２次計画の最初の評価と改善の時期を今後迎えるが、ローリング

をどのようにかけていくか仕組みを伺う。また現時点で改善を考えて

いることもあれば伺う。

(2)  磐田市まち・ひと・しごと創生総合戦略について

① 国のまち・ひと・しごと創生総合戦略は、２０１７改定版が昨年１

２月末に策定されたが、その目標やＫＰＩ（重要業績評価指標）等の

改定、また第２次磐田市総合計画の目標との整合またはすみ分け等も

含め、本市の「まち・ひと・しごと創生総合戦略」のこれからの方向

性やローリングについて伺う。

② 国が地方自治体に力を入れてほしいところとして、「地域金融機関の

活用」、「地域内外の有能なマネジメント人材の確保、育成、活用」、「Ｒ

ＥＳＡＳの活用」が読み取れるが、この間の本市の取り組みとこれか

らについて伺う。

③ 地方創生関連交付金の事例をみると、地域コミュニティやＮＰＯ、

企業等と行政との協働により、地域の活性化が進んでいる例が多く、

本市も市民や地域の民間が力をより発揮できる自治体になればと考え

ているが、本市において国の補助メニューに該当し推進している事例

と課題、これからの取り組みを伺う。

④ 中山間地域では「地域運営組織」の形成、そして中心市街地では「地

域再生エリアマネジメント負担金制度」の活用、また人材としては「地

域おこし協力隊」の活用もある。本市は、山から海まで、市街地から

中山間地域まで多様な地域の特色を持っているため、これら地方創生

の多様なメニューの活用や展開については、その特色にあわせた対応

なら可能と考えるが、本市の取り組みと見解を伺う。



(3) 新市まちづくり計画について

① 平成２６年１２月に改訂している新市まちづくり計画は、特例債の

関係から平成３２年までの計画期間という認識でよいか、今後の方向

性もあわせて伺う。 

(4) 持続可能な体質強化のための行財政改革の推進について 

   ① 新地方公会計制度が本市でも３月から導入され、ストック、フロー

情報の把握や、資産債務管理、先進自治体では、財政調整基金の目安

にしたり、行政サービスの原価計算をしたりという事例もあるが、本

市のこれからの有効活用策を伺う。また自治体の財政運営をゲーム感

覚で学べる「ＳＩＭ２０３０」が先進自治体で職員と市民が理解を深

めるツールとして活用されているが、本市の見解を伺う。 

  ② 業務の仕組みを抜本的に見直す仕組みを取り入れている好事例とし

て、彦根市では、「ワンストップ市民窓口」、北海道北見市では「手続

きチェックシート」などがあり、これらは職員の仕事の効率化と、市

民のサービスの向上の両方につながっている。窓口業務に限らず、部

署をまたがる市民サービスや、業務の効率性向上のためのプロセスの

見直しについては、検討する組織や体制づくり、ＩＣＴの活用、そし

て職員自らによる改善の風土づくりが必要ではと考えるが、本市の取

り組みと課題を伺う。 

③ 指定管理者制度では、仕様書に管理項目を羅列するのではなく、「業

務要求水準」を明記し、施設の運営から経営へ変え、民間の知恵や付

加価値を最大限に活用する方法をとる自治体がでてきており賛同でき

る。本市の指定管理者制度のこれまでの評価と「業務要求水準」の導

入など、見直しについて見解を伺う。 



(5) 戦略作りにおけるプロセスについて 

  ① 各種計画の目標設定では、ビジョンや目的に向けて俯瞰的に判断で

きる幹部職員たちの想いと現場の職員たちの想いとが、対話の中で十

分に積み上げられ、納得できたものであってほしいと考えているが、

そのプロセスの中で、データ分析や現場の状況、先進事例などの情報

を積み重ね、どのような仕組みで目標を決めているか手法と課題を伺

う。 

② 本市の総合計画や行財政改革実施計画等は、平成２９年から磐田市

行政経営審議会に集約し審議いただいているが、委員同士の対話がで

きているのか、実り多い会議となっているのか、１年経っての評価や

委員からの声、これから期待するものや課題を伺う。 

③  総合計画等の計画を市民によりわかりやすく伝えるために、漫画を

使ったり、説明会を開催したりしながら、「市民ができること」をとも

に考えてもらう自治体の例もある。幅広い世代の市民に伝えていくこ

とへの取り組みを伺う。 

２ これからの公共施設の在り方 

(1) 公共施設マネジメントの推進について

① 平成２７年３月に策定した公共施設等総合管理計画では、今後４０

年間でハコモノ施設が長寿命化しても２，３２２億円、更新費用は平

均年５８．１億円、平均投資額約２４．１億円、インフラ資産が２，

８４７億円、更新費用は平均年７１．２億円、平均投資額は４１．２

億円としている。計画策定以降の実績と取り組みを伺う。またこの差

額の積み上げが未来への「見えない借金」と捉えることもできるが見

解を伺う。



② 本市には、所管が分かれている施設が複数収まっているエリアが多

く、施設間や施設内での連携を図れば、その施設だけでなく、エリア

の価値が高まるし効率化も図れると思うところがある。例えば急患セ

ンター周辺、新文化会館建設予定地となるアミューズ豊田周辺、各地

区の交流センター周辺などを例に、価値と効率を高めるための取り組

みや見解を伺う。

③ これからの公共施設は、豊岡交流センターは機能の複合化、豊田図

書館はこども図書館に機能転換をしたように、「使い方」「機能」の整

理が必要になる。学校と交流センター、支所と公共に要する事務所な

どを含め、どのように検討していくのか、これまでの取り組みと課題

を伺う。

④ ＰＦＩ方式やコンセッション方式では、建物の建設費用に加え、設

定した管理期間の数十年を見通したランニングコストを算定し、管理

も含めて契約をしている。本市も既存建物のランニングコストはある

程度見込めていると思うが、白書以降に新設した建物のランニングコ

ストの見通しと、今後建設する施設に対するコスト計算の考え方を伺

う。

⑤ 本市には、県立の学校や県の合同庁舎、交番など、県の施設もあり、

市民からすればこれら施設も公共施設である。郵便局が庁舎内にある

ような自治体もある。国や県、民間との連携も今後必要と考えるが、

見解を伺う。

⑥ 本年で４回目の改定を迎えたファシリティマネジメントの考え方

を、先進自治体では組織を作り取り組んでおり、専門的な知識が施設

管理やインフラ管理に必要なことがわかってきている。本市における

ファシリティマネジメントの研究と取り組み、職員の中でのファシリ

ティマネージャーの育成や採用についての見解を伺う。

⑦ 効率的、効果的な公共施設の管理をするためには、全庁横断的な戦

略の構築、予算編成との連携ができる担当部署の整備が必要ではない

かと考えるが、これからの取り組みを伺う。


